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第三者委員会設置要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、「民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に

関する法律（以下「休眠預金等活用法」という。）」に定めるところにより、一般財団

法人日本民間公益活動連携機構（以下「この法人」という。）が行う民間公益活動促

進業務において、この法人の役職員若しくは資金分配団体及び民間公益活動を行う団

体等（以下「資金分配団体等」という。）の役職員による犯罪行為、法令違反、社会

的非難を招くような不正・不適切な行為等（以下「不祥事」という。）が発生した場

合及び発生が疑われる場合において、速やかに原因究明を行い、今後の再発防止を図

るため、この法人から独立した委員をもって構成する第三者委員会（以下「第三者委

員会」という。）の設置、運営等に関し必要な事項を定めるものである。 

 

（説明責任） 

第２条 第三者委員会は、この法人若しくは資金分配団体等の役職員による不祥事が発

生した場合及び発生が疑われる場合において、休眠預金等活用法に関わる全ての関係

者に対する説明責任を果たす目的で設置する。 

２ この法人は、第三者委員会から提出された提言や調査報告書等について、その全部

又は一部を非公表とする具体的な理由がない限り、原則として、遅滞なく全ての関係

者に対して開示する。 

 

（活動） 

第３条 第三者委員会は、この法人若しくは資金分配団体等において、不祥事が発生し

た場合又は発生が疑われる場合に次に掲げる方法により必要な調査を実施し、事実の

認定を行い、これを評価して原因を分析する。 

（１）調査対象とする事実 

 第三者委員会は、設置の目的を達成するため、この法人と協議の上、調査対象と

する事実の範囲を決定するほか、不祥事の経緯、動機、背景及び類似案件の存否、

さらに当該不祥事を生じさせた内部統制、コンプライアンス、ガバナンス上の問題

点等も調査の対象とする。 

（２）事実の認定     

   調査に基づく事実の認定の権限は第三者委員会のみに属し、各種証拠に基づいた

客観的な事実の認定を行うものとする。 

（３）事実の評価及び原因の分析 

   第三者委員会は、認定された事実の評価と、この法人における内部統制、コンプ

ライアンス、ガバナンス上の問題点のほか、資金分配団体等に対する監督等の状況
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を総合的に考慮した上で、不祥事の原因分析を行うものとする。 

 

（第三者委員会の独立性と中立性） 

第４条 第三者委員会は、不祥事の内容に関わらず、この法人から独立した立場におい

て、中立かつ公正で客観的な調査を行うものとする。 

 

（提言及び調査結果報告書） 

第５条 第三者委員会は、第３条に定めるところにより不祥事の原因究明に向けた調査

及び分析を行うほか、調査結果等に基づいて、この法人の理事会に対し、再発防止策

や是正策の提言を行うとともに調査報告書の提出を行うものとする。 

２ 調査報告書の起案権は、第三者委員会に専属するものとする。 

３ 第三者委員会は、調査により判明した事実とその評価を、この法人の現在の運営体

制に不利となる場合であっても、調査報告書に記載する。 

４ 第三者委員会は、調査報告書提出前に、その全部又は一部をこの法人に開示しない

ものとする。 

５ 提言及び調査報告書は、第２条第２項に規定するところにより非公表とする具体的

な理由がない限り、この法人のホームページにおいて公表を行うものとする。 

 

（委員） 

第６条 第三者委員会の委員（以下「委員」という。）は、この法人から独立した立場

の３名以上の外部委員をもって構成する。 

２ 委員は、学識経験者、公認会計士、弁護士、税理士等の有識者のうちから、この法

人の理事長が委嘱する。 

３ 委員となる有識者は、助成事業等に関連する法令の素養があり、内部統制、コンプ

ライアンス、ガバナンス等、公益法人の組織のあり方について精通した者であること

が望ましく、他の委員と協力して、多様な観点で調査を行うものとする。 

４ この法人若しくは資金分配団体等と利害関係を有する者は、委員に就任することが

できない。 

５ 委員の就任後、不祥事の関係者との利害関係が明らかになるなど、中立かつ公正な

調査を行うことができないと判断される場合には、当該委員を解嘱することができる。 

６ 第三者委員会の設置時には、委員の選任理由、適格性、調査の目的を開示する。 

 

（調査を担当する専門家） 

第７条 第三者委員会は、事案の性質により、委員以外の公認会計士、弁護士、税理士、

調査の専門家等の第三者委員会に直属して調査活動等を行う各種専門家を選任する

ことができる。 
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（任期） 

第８条 第三者委員会の委員の任期は、設置の要請を受けた日から、当該不祥事の調査

が終了し、再発防止策等の提言及び公表を行うまでの期間とする。 

 

（会議の開催）      

第９条 第三者委員会は、この法人若しくは資金分配団体等の役職員による不祥事が発

生した場合及び発生が疑われる場合に、この法人の理事長（理事長が不在の場合には

各理事又は監事）が会議の開催を要請する。   

２ 第三者委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、その意見、説

明又は資料の提出を求めることができる。 

４ 第三者委員会の開催は非公開とする。ただし、委員長は、必要に応じて会議の内容

等を公表することができる。 

 

（調査） 

第１０条 第三者委員会は、第３条に定める活動を遂行するために必要な範囲において

次に掲げる方法により調査を行うものとする。 

（１）関係者に対するヒアリング 

   委員及び調査を担当する専門家は、基本的かつ必要不可欠な調査として、不祥事 

に関係する役職員等に対し、ヒアリングを実施する。 

（２）書証の検証 

   電子データで保存された文書も含めて、不祥事に関係する全ての文書の検証を行 

うものとする。 

（３）証拠保全 

   調査開始に当たって、証拠の散逸、隠滅を防ぐため、調査対象となる証拠の保全

を行うものとする。 

（４）統制環境等の調査 

   この法人若しくは資金分配団体等の役職員のコンプライアンスに対する意識、ガ

バナンス等の状況等を確認するための調査を行うものとする。 

２ 不祥事の事案について、この法人が行う民間公益活動促進業務との関連が認められ

ないコンプライアンス違反事件等の場合にあっては、この法人のコンプライアンス委

員会において原因の究明に向けた分析及び検討を行うものとする。 

 

（調査への協力） 

第１１条 第三者委員会は、この法人に対し、以下に掲げる事項について協力を求める

ものとする。 
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（１）この法人若しくは資金分配団体等が行う民間公益活動促進業務に関連して所有す

るあらゆる資料、情報、役職員へのアクセスの保障 

（２）第三者委員会による調査に対するこの法人若しくは資金分配団体等役職員の優先

的な協力 

（３）第三者委員会の調査を補助するための職員等による第三者委員会直属の事務局の

設置 

２ この法人は、第三者委員会から求められた調査に全面的に協力しなければならない。 

 

（守秘義務） 

第１２条 第三者委員会の委員及び調査を担当する専門家は、職務上知り得た秘密を漏

らしてはならず、その職を退いた後も同様とする。 

 

（報酬） 

第１３条 委員の報酬については、この法人が定める報酬規程に準じて取り扱うものと

する。   

   

（庶務） 

第１４条 委員会の庶務は、この法人のコンプライアンス統括部門において処理する。 

 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、第三者委員会の運営に必要な事項は、委員長

が第三者委員会に諮って定める。 

 

（改廃） 

第１６条 この要綱の改廃は、理事会の決議による。 

 

附 則 

 この要綱は、令和 3年 6月 7日から施行する。（令和 3年 6月 7日理事会決議） 

 

附 則 

この要綱は、令和 6年 3月 19日から施行する。（令和 6年 3月 19日理事会決議） 


